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池田めぐみ
さいたま市議会議員

自民党埼玉県議団が出した、小学校3年生
までの留守番や外遊びは「虐待」、見かけた人
は通報義務という「埼玉県虐待禁止条例改正
案」がみなさんの声で取り下げられたのは記
憶に新しいところです。県議会は最大会派が
単独で条例案を出せるという背景があります
が、さいたま市議会とは様相がちがいます。
池田めぐみは今、さいたま市議会の「イン

ターネット上の誹謗中傷等対策に関する条例」
検討プロジェクトチームに所属しています。
大学教授に話を聞く、いじめ防止シンポジウム
に参加する、先行事例の相談支援センターを
視察するなど、条例制定のため超党派でとり
くんでいます。インターネット上の誹謗中傷
をなくすため、多様な意見を尊重しつつ、て
いねいに進めます。
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池田めぐみ事務所：
浦和区北浦和3-14-16

総合政策委員会

令和令和44年の年のWEBWEBアンケートはアンケートは2020代～代～7070代のみ代のみ
市がレジャープール削減の根拠にしている「公共プール
を利用したことがある、利用したいと思っている」の回答は、
全体の半数以下40％という数字。実際に利用して
いる小学生、中学生の意見を聞いていません。

パブリックコメントパブリックコメント905905件は、歴代件は、歴代22位位
2003年度からパブリックコメントを実施しているさいたま市。20年間で

もっとも意見が多かったのは、2006年度の「路上喫煙及び空き缶のポイ捨
て防止の条例案」の1046件。今年の夏に実施された「レジャープールのあり
方方針」に対する710名からの意見数905件は、過去2番目の注目度でした。

50005000筆をこえる署名を提出筆をこえる署名を提出
「原山市民プールの存続を求める会」は、プール前や駅頭で、署
名活動を実施。1カ月半の短期間で、その数は5493筆に。10月
4日に市の担当課に提出すると、みどり公園推進部部長は、「これ
だけの意見が集まったことを、重く受け止める」と回答しています。

「傍聴席」政令市で「傍聴席」政令市で
唯一対応なし唯一対応なし

　さいたま市議会の傍聴席は、
84席。バリアフリー席は0席で
す。2030年の新庁舎の建設まで、
現庁舎では、車椅子の方は議場
のロビーの映像で見るようにと
いう回答。誰にでも開かれた市
議会であるために、階段昇降機
の設置などを求めていきます。

公園のみどりを公園のみどりを
大切に大切に
令和4年度に、木への負担の
大きい強剪定を行った公園は80
カ所で、3700万円かかったこ
とがわかりました。木の切り口
が大きいと枯れてしまうことも
あります。指定管理者への指導
と日々の管理の徹底を要望しま
した。

浦和駅西口の浦和駅西口の
再開発について再開発について
令和4年度の決算は、36億円。

総事業費に占める割合23.2%で
した。高砂小学校前の横断歩道
をなくさないでなど、都市計画道
路整備の変更を求める声が、市
に届いているかという質問には、
届いているとの回答。市民の声
を反映するよう強く求めました。

市の対応は？インボイス制度が10月からスタート
全国の250を超える自治体で、インボ

イス制度の中止、延期、見直しを求める
請願や意見書が採択されていますが、さ
いたま市議会では残念ながら不採択に。
市のこれまでのとりくみを質すと、会計

ソフトなどの導入に使えるDX推進補助
金の交付が81件、セミナー 8回、相談
85件と不十分でした。市内業者を守るこ
とがなにより大事です。市独自の支援を
検討するべきと求めました。
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ー
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を

残
し
て！ さいたま市内のすべての中学校58校の正門に、AED

が設置されます。池田めぐみが6月議会でとりあげ、明
らかになった、「市が管理する679台のAEDのうち、24
時間使えるものは11台のみ」という事実。「AED屋外
型収納ボックスを活用することで、学校などの公共施設
が閉まった後でも使えるようになる」と提案してきまし
た。今回は正門前の設置のため、学校関係者はもちろん、
地域の方も利用可能です。（株）小山本家酒造さんからの
2000万円の寄付を市が受け、実現しますが、今後は市
が自ら予算を組み、小学校・公園・公共施設などでも24
時間使えるAEDを設置できるよう、引き続き求めます。

市

民の願いが

一歩
前へ！

24時間使えるAED
全中学校正門に

決算特別委員会

2023年9月議会報告

2022年9月議会報告

条例制定は超党派で条例制定は超党派で

削減対象  原山、沼影、三橋、下落合  値上げ  大和田

市は、市は、レジャレジャーーププーール を削減！？ル を削減！？

日進中学校での贈呈式にて
（9月30日）



さいたま市の2022年度決算は歳入が6649億
円、歳出が6558億円となり、実質収支が59億
6100万円の黒字となりました。基金の総額は895
億円で、過去最高金額を記録しました。
一方、9月のマスコミ報道では「新年度予算322
億円の財源不足」と報道され、多くの市民から不安
の声が寄せられました。予算編成で多額の不足に
も関わらず、決算では大幅な黒字となる理由は？

日本共産党さいたま市議団 2023年9月議会報告

市が財源不足って

小学校の特別教室などを利用して、校区の児童は誰でも登録できる「子どもの居場
所」。定員は設けません。保護者が就労の場合は夜7時まで利用でき、土曜日や長期休
業中は朝8時から利用できます。来年度、4校（西区栄小、中央区鈴谷小、浦和区岸町小、
岩槻区新和小）でモデル事業がスタートしますが、多くの問題点がわかってきました。

決算質疑の中で、財政局は「予算編成時の不足
額はあくまで推計値、本予算を組む際には整理し
て予算編成を行う」と答弁しました。しかし、整
理する前の数字を公表し、市民や市執行部に無言
の圧力をかけることで、財政引き締めの口実とし
ていることも事実です。それでは、「予算を整理
する」とはどういうことなのでしょうか？

毎年大幅な不足額が計上される大きな理由は
「上限を設けていない建設費」です。
市は毎年、大型開発やハコモノ事業の計画を立

て、投資的な経費として予算を確保しています。
その一方で、市民サービス等に関する「義務的な
経費」の支出を限界まで縮小する。これが市の言
う「予算の整理」だと明らかになりました。

上限金額のない大型開発

▶大宮駅グランドセントラルステーション化構想（GCS）
　総事業費算出せず
▶浦和南高砂再開発事業  予算額670億円＋建設費
▶大宮カドマチ 予算額658億円（執行済）
▶新庁舎建設 予算額400億円
▶地下鉄7号線延伸・中間駅事業 予算額1000億円以上
▶与野中央公園5000人アリーナ計画 予算額51億円

2024年度の予算要望（736項目）を市長に提出

この事業では放課後児童クラブの課題の解決も、子どもに寄り添った
支援もできません。事業のあり方を厳しくチェックするとともに、今
ある放課後児童クラブの運営への支援を強めることを求めていきます。

市の言い分
議会で明らかになった問題点

待機児童解消が目的

保護者会運営のクラブが運営に苦
労しているので負担軽減が目的

モデル事業を通して子どもたちへ
の影響などをしっかり見たい

子どもを安心・安全に見守るという
ことについては、この事業も放課後
児童クラブも変わらない

要求は…事務員が雇えなくて、保護者が自分たちで支援
員の面接や保育料計算をしている。事務員を雇
えるように委託費を増額してほしい。

実　は… 2025年度もあらたに展開する計画。
いずれは全校実施も視野に。

本音は…  「これまでどおりの子どもに寄り添った支援を受
けたいという方は、民設の放課後児童クラブに
行っていただきたい」という驚きの答弁。

実態は…  モデル事業の対象校は待機児童が少ない。一番
多い鈴谷小学区でも、民間放課後児童クラブを
開所して待機児童はいなくなる予定だった。

予算の
財源不足

他都市では
重篤事故も発生

おやつは
17時以降

2022年
当初予算編成方針
「 146億円の財源不足で
厳しい財政状況」と
危機感を煽る

2022年決算では

「 59億円の黒字、総額895億
円の基金（過去最高額）」
で健全であると強調

2024年
当初予算編成方針
「 322億円の財源不足で
厳しい財政状況」と発表し
マスコミに報道される

2023年
予算
執行中

お金がない お金がない予算は大丈夫です！

お金
がないって本当？

「放課後子ども居場所事業」
って大丈夫なの？

さいたま市がつくるもの

市民の税金はここに使われている
本当に
必要？

ホント?
さいたま市が減らすもの なくなったら

困る…

さらに減る
見込み

▶市営レジャープール削減
　５カ所から１ないし２カ所へ
▶ 公立保育所
60園から半分へ

▶公設放課後児童クラブ
　４施設が廃止

原

因は

くわしくは
市議団ニュース
No.1005へ

市民にはお金がないと錯覚させ、不可欠なサービスの削減を進める一方で

市長がやるといった都市開発にはお金の糸目をつけない。
そんな予算の使い方を変えれば、もっと市民の暮らしを応援できます。




